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○厚生労働省地域医療計画課長事務連絡「６月１５日の内閣官

房専門調査会で報告された必要病床数の試算値について」（P1） 

 

○H18年度実施「療養病床の再編に係る実態調査（県）」及び

「療養病床アンケート調査（国）」について（P2） 

 

○厚生労働省「療養病床の在り方等に関する検討会」について

（P14） 

 

○H27年度地域医療介護総合確保基金の第 1次配分（内示）に

ついて（P18） 

 



平成27年 6月 18日

各都道府県衛生担当部長殿

厚生労働省医政局地域医療計画課長

6月 15日の内閣官房専門調査会で報告された

必要病床数の試算値について

この試算値については、都道府県別の数値も合わせて報告されましたが、

一部新聞等では00床削減等の見出しで報道されました。その後の問合

せ等を見ますと、これから地域医療構想の策定等を進められる各都道府

県の担当者のみなさまをはじめ、関係者に、あらためて正しくご理解い

ただく必要があると考えます。

0 今回の推計値は、地域医療構想ガイドラインで示した計算方法を一

定の仮定をおいて機械的に全国の人口推計等を代入して計算した参考

値としての位置づけであること。

0 昨年の医療法改正で都道府県知事の対応の規定を新設したが、不足

している医療機能の充足等を求めるものなどであり、稼働している病

床を削減させるような権限は存在しないこと。

0 地域医療構想は、地域の実情に応じて、都道府県、医療関係者等が

話し合い、将来の医療需要の変化の状況を共有し、それに適合した医

療提供体制を構築するための、あくまでも自主的な取組が基本である

こと。

0 また、地域医療構想は 20 2 5年に向けての取組であり、個々の医

療機関の医療提供の方針を踏まえつつ、丁寧に調整を行っていくもの

であり、直ちに何らかの措置を講じさせるものではないこと。

0 何よりも、在宅医療等も含めた地域での医療提供体制を全体として

検討される中で、需要に応じた適切な医療提供体制、病床数となって

いくものであること。

以上のようなことを踏まえ、単純に「我が県は00床削減しなければな

らない」といった誤った理解とならないようにお願いします。



























 

療養病床の在り方等に関する検討会 開催要綱 

 

１．目的 

○ 本年３月に定められた地域医療構想ガイドラインでは、慢性期の病床機能

及び在宅医療等の医療需要を一体として捉えて推計するとともに、療養病床

の入院受療率の地域差解消を目指すこととなった。 

○ 地域医療構想の実現のためには、在宅医療等で対応する者について、医療・

介護サービス提供体制の対応の方針を早期に示すことが求められている。 

○ 一方、介護療養病床については、平成 29 年度末で廃止が予定されているが、

医療ニーズの高い入所者の割合が増加している中で、今後、これらの方々を

介護サービスの中でどのように受け止めていくのか等が課題となっている。 

○ このため、慢性期の医療ニーズに対応する今後の医療・介護サービス提供

体制について、療養病床の在り方をはじめ、具体的な改革の選択肢の整理等

を行うため、本検討会を開催する。 

 

※今後のスケジュール（予定） 

・月に１～２回程度開催し、年内を目途に検討会としての報告をとりまとめ 

・年明け以降、検討会の報告を踏まえ、社会保障審議会の医療部会、介護保険部会等に

おいて、制度改正に向けた議論を開始 

 

２．検討事項 

（１）介護療養病床を含む療養病床の今後の在り方 

（２）慢性期の医療・介護ニーズに対応するための（１）以外の医療・介護サー

ビス提供体制の在り方 

 

３．構成員 

別紙のとおりとする。 

座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 

 

４．検討会の運営 

（１）検討会の議事は、別に会議において申し合わせた場合を除き、公開とする。 

（２）検討会は医政局長、老健局長及び保険局長が開催し、検討会の庶務は、医

政局地域医療計画課及び老健局老人保健課の協力を得て、保険局医療介護連

携政策課において処理する。 

（３）この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し、必要な事項は、会議

において定める。 

 

附則 この要綱は、平成 27 年７月 10 日から施行する。 

 

資料１ 



  別紙 

 

療養病床の在り方等に関する検討会 構成員 

 

 

   池端 幸彦   医療法人池慶会理事長・池端病院院長        

 井上 由起子  日本社会事業大学専門職大学院教授 

   猪熊 律子   読売新聞東京本社社会保障部部長 

   遠藤 久夫   学習院大学経済学部教授 

   尾形 裕也   東京大学政策ビジョン研究センター特任教授 

   折茂 賢一郎  中之条町介護老人保健施設六合つつじ荘センター長    

   嶋森 好子   慶応義塾大学元教授 

  鈴木 邦彦   日本医師会常任理事 

   瀬戸 雅嗣   社会福祉法人栄和会理事・総合施設長 

   田中 滋    慶応義塾大学名誉教授 

   土屋 繁之   医療法人慈繁会理事長               

   土居 丈朗   慶応義塾大学経済学部教授 

   東  秀樹   医療法人静光園理事長・白川病院院長        

   松田 晋哉   産業医科大学医学部教授 

   松本 隆利   社会医療法人財団新和会理事長  

   武藤 正樹   国際医療福祉大学大学院教授 

 

 

（五十音順、敬称略） 
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具体的な改革の選択肢の整理等にあたってご議論いただきたい論点（たたき台） 

 

１．慢性期医療の在り方について 

今後の超高齢社会では、複数の疾患を持ち、医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者が増加

していくが、慢性期医療には急性期医療とは異なる役割があること等を踏まえ、今後の慢性

期医療の在り方についてどのように考えるか。例えば、次のような視点について、どのよう

に考えるか。 

・ 病気と共存しながら QOL の維持・向上を目指す医療 
・ 病気を治すだけでなく、本人や家族の意向も踏まえ、患者の生活全体を視野に入れた 
「治し、支える」医療 

・ 尊厳をもって人生の最終段階を迎えることを支える医療 等 
 
 

２．慢性期医療の提供体制等の在り方について 

（１）医療提供側に求められる機能の在り方 

 今後の慢性期医療の在り方を踏まえ、医療提供側に求められる機能には、どのようなも

のがあるか。 
 
（２）医療提供形態の在り方  

上記（１）の機能を果たすための医療提供形態の在り方としては、「療養病床のように、

医療スタッフを内包して提供する形」と、「在宅医療のように、住まいを拠点として医療を

外から提供する形」に大別されるが、それぞれの提供形態の在り方や、選択肢を考える上

での条件等（患者像等）についてどのように考えるか。 

 
（３）療養病床における医療等の在り方 

上記（１）（２）の論点も踏まえつつ、療養病床において主として対応することが求めら

れる患者像についてどのように考えるか。 

 

また、患者像を踏まえた療養病床における医療の在り方について、どのように考えるか。

その際、例えば、次のような視点や慢性期医療の役割等を踏まえて、どのように考えるか。 

・ 病気と共存しながら QOL の維持・向上が図られるよう、在宅復帰や在宅生活の継 

続を支援する  

・ 継続的な医学管理を行い、人生の最終段階においても穏やかな看取りを支える 等 
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さらに、上記を踏まえた以下のような論点について、どのように考えるか。 

 ① 人員体制の在り方 

 ② 施設や設備の在り方 

 ③ 制度上の位置付けの在り方（医療法、介護保険法、報酬制度等） 

    ④ 基盤整備計画上の位置付け（医療計画、介護保険事業計画）や施設等の整備に対

する財政支援の在り方 

 
（４）療養病床以外の医療・介護サービス提供体制の在り方 

切れ目なく、医療・介護サービスを提供する上で、療養病床における医療等の在り方も

踏まえ、慢性期の医療・介護ニーズに対応するための、療養病床以外の医療・介護サービ

ス提供体制の在り方について、どのように考えるか。 



平成２７年度地域医療介護総合確保基金（医療分）内示一覧　＜１回目＞

01北海道 24.4億円 (16.2億円) 25滋賀県 6.0億円 (4.0億円)

02青森県 9.4億円 (6.3億円) 26京都府 16.9億円 (11.3億円)

03岩手県 6.7億円 (4.4億円) 27大阪府 27.4億円 (18.3億円)

04宮城県 8.9億円 (5.9億円) 28兵庫県 19.1億円 (12.7億円)

05秋田県 4.9億円 (3.3億円) 29奈良県 5.9億円 (3.9億円)

06山形県 6.9億円 (4.6億円) 30和歌山県 8.5億円 (5.7億円)

07福島県 15.3億円 (10.2億円) 31鳥取県 8.7億円 (5.8億円)

08茨城県 15.9億円 (10.6億円) 32島根県 10.1億円 (6.7億円)

09栃木県 4.4億円 (2.9億円) 33岡山県 14.9億円 (9.9億円)

10群馬県 7.8億円 (5.2億円) 34広島県 12.3億円 (8.2億円)

11埼玉県 22.5億円 (15.0億円) 35山口県 5.6億円 (3.7億円)

12千葉県 22.8億円 (15.2億円) 36徳島県 21.1億円 (14.1億円)

13東京都 59.5億円 (39.6億円) 37香川県 6.4億円 (4.3億円)

14神奈川県 32.8億円 (21.8億円) 38愛媛県 15.4億円 (10.3億円)

15新潟県 8.3億円 (5.5億円) 39高知県 13.7億円 (9.2億円)

16富山県 2.4億円 (1.6億円) 40福岡県 22.0億円 (14.7億円)

17石川県 8.5億円 (5.6億円) 41佐賀県 3.4億円 (2.3億円)

18福井県 14.2億円 (9.5億円) 42長崎県 5.9億円 (3.9億円)

19山梨県 4.1億円 (2.7億円) 43熊本県 11.7億円 (7.8億円)

20長野県 8.3億円 (5.5億円) 44大分県 5.4億円 (3.6億円)

21岐阜県 14.9億円 (9.9億円) 45宮崎県 5.6億円 (3.8億円)

22静岡県 21.8億円 (14.5億円) 46鹿児島県 6.2億円 (4.2億円)

23愛知県 12.8億円 (8.5億円) 47沖縄県 11.8億円 (7.9億円)

24三重県 9.4億円 (6.3億円) 全国 610.8億円 (407.2億円)

※内示額：基金規模の２／３
※基金総額９０３．７億円のうち６１０．８億円を１回目として配分

基金規模 内示額(国費) 基金規模 内示額(国費)

別添



H27.7.24医療政策課

平成27年度 地域医療介護総合確保基金(医療分) 関係

第１次配分(内示)の状況と対応について

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
② 居宅等における医療の提供に関する事業
③ 医療従事者の確保に関する事業

（単位：千円、％）

うち旧国補振替

A B C D E E-D E/A E/B E/C
① 976,434 30,243 － 5,483 979,452 － 100.3 － －
② 197,753 65,244 18,939 65,244 25,184 ▲ 40,060 12.7 38.6 133.0
③ 1,372,427 551,266 357,091 551,266 368,445 ▲ 182,821 26.8 66.8 103.2
計 2,546,614 646,753 376,030 621,993 1,373,081 ▲ 222,881 53.9 63.8 104.7

１. 厚労省の配分方針（H27.5.13課長通知）
・ 事業区分①への重点化を検討

２.厚労省からの第１次配分額の内示（H27.7.17事務連絡）
・ 事業区分①～③間の流用は不可
・ 予算904億円のうち293億円（32%）を留保
・ 留保分は本年度後半に交付決定（12月に内示予定）
・ 留保分についても第１次配分の考え方（事業区分①に重点化）を踏まえて配分

３.本県の状況
・ 事業区分②③について、要望額を大幅に割り込む配分
・ 財源の全額を基金として、6.2億円の事業費をH27当初予算に計上（財源不足額2.2億円）
・ 当初予算計上分は、現時点において殆どが予算執行済み（交付決定・委託契約）又は事業着手済み

要望額に対する
内示率

ア イ ウ
うちH27執行予定額

内示額事業
区分

財源不足額

本県要望額
全体額（H27～29） 当初予算

計上額
（財源：基金）

基金の対象となる事業区分 

本県要望額等に対する第１次配分（内示）の状況  （公費ベース：うち1/3は県費） 

現状と課題 


